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法 人 税 の 短 期 的 転 嫁

一転嫁計量分析の先駆的作業としての 

K - M モデルのわが国産業への適用一

古 田 精 司

まえがき  .

( 1 ) K - M 接近法の展绍 '

( 2 )  K7M モデルの構成と理論橋造

( 3 ) 転嫁尺度とモデルの推定一一アメリカ連 業-----

( 4 )  K - M モデルの適用 (1)—— 由己資本ベース——

( 5 ) K - M モデルの適用⑵—— 総資本べ一ス一 -

( 6 )  K - M モデルの適用⑶一一増税と減税の転嫁度の比較-

( 7 ) むす が 分析の政策的含意

⑴

ま 免 が 含

法人税転嫁の計量分析が最初にしかも最も包括的な体系をもって展開されたのは，マスグレーヴ

とクルジザニアク（m. Krzyzaniak & R. Musgrave) の両者により推進された共同作業においてであ

った。ここではまずかれらの選んだ接近法の特質をあげ，法人税転嫁分析に当ってあらかじめ解決

されねばならない問題点を指摘する。ついでモデルの構成にまつわる諸変数の選択の問題を

とりあげ，あわせてK - M モデルの理論構造を紹介する。その批判的吟味は推定方法ぉょび結果と

ともに別個の主題として扱われることになろう。かくて k —M モデルに関し戦前•戦後にわたる時

系列データにフイツトされた推定結果を検討し，かれらが導出した「法人税過剰転嫁仮説j を確認 

する。

.注⑴小論と同一のテ一マについて筆忠はすでに炎証分析を試み，その研究成來も発表されている（拙稿「わが国の法 

.人税転嫁と企菜規模別税负拟の格箱」坡応義熟經済学会絰济学牢報8,19650 およびS. Ftmit^Shiftinぢof the 
Japanese Corporation Income Tax and the Differential Tax Burden on Corporations by Size-Groups, Keio Eco
nomic Stidus, Vol.3 ,1965参照)9 今问は前问と異なり針_ 期間を戦前まで延提, 訐测対象も産業別に拡大し， 

枘減税効圯の分析まで含めて推宠作業をやり故したことに対応して企而的に得き泊;すことを窓図した4 紙数の制 

約からK-Mモデル自体に対する批判は次の機会に鏔ることとした。なお既発表の拙稿g 対し多くの力々から布 

益な批判を戴いており, この機会に感謝の意を浚明したい4
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法人税の短期的転嫁

b いで問題はわが国の法人税転嫁分析に移る。はじめに資本収益率を自己資本ベースでとり，製 

造業はじめ6 産業をめぐる法人税転嫁の計贵分析にK - M モデルを適用する。同じ < 資本収益率を 

総資本ベースで•とりK - M モデルを適用する。その観点はアメリ力と同様わが国においても戦前か 

ら戦後にかけて叙激に引上げられた法人税負担の転嫁をそれぞれ異なった資本収益率指標について 

検証しようとするものである。K - M モデルの適用はわが国の戦後における法人税ゐ垧税および減 

税め転嫁度が，朵してアメリ力のような「非対称挫」をもっているか西がについで比較•検討が試 

みられる。以上の作業はK - M の試みたテストのすべてをカバーするものではないが，かれらの行

なった重喪な貢献と対応ずるもめとここでは考えられている。
■ ' - ■

■ .
( 1 ) K - M 接近法の展望

このセク、ンョソでは，K - M めとった接近法を要約し次節以降での分析にとって必要な前提をま 

とやることとする。内容は方法論一般， デ ー タ ，および方程式内部の諸変数とくに法人税変数の淀 

武化の説明という順序‘であるが，わが国への適用との関速で留意すべき論点を含んでいる。それゆ
(9)

免ここではわが闺への適用という観点からの展望であることを強調し.ておきたい。

• ■ - . . . . . . . .

A . 方法論一般転嫁計量分析の方法として，時系列分析により法人税が法人資本収益率におよ 

ぼす短期的効果を計測するアプローチを選択する。また対象は全製造業法人を主とする。

法人税効泶のみを分離してとりだすという目的にとっ て ，かれらの当初の意図は時系列とクロス 

セクション分析の組合せであったが，データの制約とえられた結果が思わしくないため結局時系列 

分析に落ち着ん、たとされている。法人税変数は多重相関分析における先決変数の1 つとして導入さ 

れる。 .

次の選択は従属変数として資本収益率と利潤分配率のどちらをとるかにある。' 考慮め結果，収益 

率が選ばれているが，その理由は1 つは配当所得の「二重課税」問題が示唆するごとき公平という 

観点，いま 1 つは刺激誘因といった成長効果の観点から収益率が利潤分配率に優って茁躲視される 

ととろにある。また分配率を選んだばあい付加価値データがサブグループ侮（規模別• 業種別-等）に 

そのまま利用できないため，収益率指檩はとの而でも利点をもつとされる。さらにK - M は触れて 

いないがy 国際収支面を考慮すれば収益率は圆際資本移動の逋獎なメルクマールとなるから,収益 

率指標による転嫁分析はいま1 つメリットをもつと評価できるであろう。

利用できるデータからみると，長期的な資本形成にかかわる法人税の効果を測定することは困難 

であるから, 一定設備能力の下での細格• 貸金等の調整にもとづく法人税の短期的効果を則•測の対

注 ⑵ K - M モデルの拙;奴についてはとくに M  K r z y z a n i a k  &  R .  M u s g r a v e 〔5 〕の う ち 第 3, 4, 5 章を中心とし 

て毁約することとした。 またそのさいわが国産業への適用に留意して要約することに心掛けた , ’

— S7 ( 上 49)  ----  •
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法人税の短期的転嫁 、

象とする。同様に同質的なデータ集団の下での針測が望ましいから，広範なグループ.である全法人 

よりも全製造法人に限定して観察すべきであるとされる。わが国への適用のばあいも同様の観点か

ら分析対象を全製造法人および6 産業にしぼることとした。

• • . . . : • .' . . .■ 、 ,■ . •.

-.■' . . ■ ■ ：

B - データと調耷筘囲K - M の分析では I935〜59年までのStatistics of Income (財務省)か 

ら土としC産業別データ令染め， 個別企業についてはMoody’s Manual of Investmentsか.ら览集 

している。わが国のケースでそれらに対応するものとしては， 「国民所得白書」と 「本邦事業成績 

分析j (三菱経済研究所）を選び，調杳範囲は1928〜6 3 年とした，ただしK - M のばあい，1930年 

代前半は大不況による異常年度として落され, 19抑〜47年も細格統制と臈大な政府支出が異常な環 

境をつくりだした年度としてはずされている。 わが国のケースでは， 1928年以前のデータは存在 

しないため落したが， 1942〜4 9 年の期間も戦時および戦後の激動•混乱の年度としてはずすこと 

とした。

産業集団と標本ァメリ力について対象は，全製造業，資産5 億ドル以上の全製造業，資産5 億 

• ドル以下の全製造業，皮本， ゴ ム, 製紙，食品，窯業とされ，これらが選ばれた理由はデ一タ構成 

の変化が最も小さくそのため最小限度の調整で済むからであるとされている。わが国については，

全製造業, 製紙，印刷，電力，’鉄鋼，造船が選ばれたが，その根拠はK - M が挙げた理由とは異な 

り産業間における市場構造の差異および価格決定におけ令タィプの差異に注目し，その結果として 

生れるべき転嫁度の格恙を予想したからにほかならない。

ァメリ力についてはさらに鉄鋼2 6 社，紛 績 1 2 社および大企業のうち価格先導企業1 5 社，価 

格追随企業15社が選択され，個別企業としてとくにGeneral Motorsと U. S. S t e e lの 2 社が分析 

される。 しかしわが国のばあいではこれらに対応するケースはとりあげなかった。

インフレーシヨンと減_ 儅 却 ’ァメリ力でも戦後の利潤水準は，塯大する設備更磁費用を贿うほ 

ど十分に減価償却引当てをしていないので過大評伽ではないかという不平がある。さらに法人税率 

の上昇とともにインフレ一シヨンも進行しており，その結果インマレーシヨン要因が調整されるな 

らば転嫁の証左も是正されるのではないかという問題が生ずる。そこでインフレ— シヨン効果を修 

正ずるため，まず利潤のみならず資本も調整し棚卸評細益は除かれる。調整については次のごとき 

指標を用いる。その指標とは，ある架绝の会社を想宠しその会社に関する，取得原価揿却にJ•る资 

本フラス減偭償却に対する贾新傲却による資本プラス減偭ftt却の比率である。架空の会社の投資行 

動は経済全体の会社の投資行励（1犯3 年から開始) に等しく, かつ 15.年にわたる矩率減価憤却法が 

想定される。インフレ一シヨン調盤に関する祥細は補論に述べられているが，わが国のケースでは 

そのような調盤は試みられていないのでこれ以上深く立ち入ることは避けたい。

資本収益傘に対する課税の効來では，減伽傲却表の変-更による効果と税袼変吏による効泶とに]

. ’ . . , —  38 (1^0) —
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• 法人税の短期的転嫁 ,

線を画すべきかもしれない。アメリ力のケースでは減伽潰却政策変！！;の効果が法人税変数の固婦係 

数に反映する可能性に関し，全製造法人についてこれを吟味する試みがなされている。 しかしわが

国のケースでは同様の試みはなされていない。

. . ■ ■
- , ■1 *

: .ノ ： . .  .
C . 基 本 変 数 K - M モデルでは収益率が従厲変数とされ，独立変数には法人税変数のほか消费 

の増分， 1年のラグつき政府支出，全製造業の在鉗/ 売上比率（1年のラグつき）， およびG N P に 

対する法人税以外の税収の比率と. して定義された税率が含まれ名。変数はすべて比率表示である。

ここでは法人税変数と収益率変数とにしぼってそめ特質を耍約しておこう。

法人税変数はじめに法人税関数の型態をきめねばならない。先験的に正しい関数型の選択は知 

られていないから使用される宠式化は事後的に評価されるのみとして，次のごとき单純な線型の宛 

式化から始められる。

(1—A) Y g- V y

ただし, Yp は課税前収益率， Y ' は法人税が存往しないばあいの収益率，T は法人税納税義務

額, K は資本ストックである6 (1—A ) により意味されている企業の行動仮説は，企業が課税によ

り蒙るマイナフ、の収益率（T / K 資本ストッダに対する法ノ、裰額の比率）の一定割合ひをとりもどすに十

分な課税前収益率Y9 の引上げという調整を行なうことが意味されている。 しかし調整期間があま

りにも短かいため，当該期間では課税があったからといって資本ストックK に変化がもたらされる
..

わけではない。そこで考えられるいま1 つの定式化は 

( 1 - B )  Y g~-Yf ^bZ  •

であ''る。 （1—B ) が意味する行動飯説は，企業が税率の一定割合6 だけ課税前収益率を引上げると 

いう想宠である。 ' .

さらに（1—A ) と （1—B ) に K を乗ずるとそれぞれ次式をうるd 

(1—A*) jtg—^ —aT

(1—B*) 7r„— t̂/=： y  "T

(1 一A * )によると，企業は利潤水準なり課税水準に関係なく企業の納税義務額の一矩割合a だけ利 

潤を引上げる。（1—B” によると，.法人税の一定割合6 だけ利潤が墙大し，それは収益率とは逆方 

昀に変化することになるから，（1—B* ) .は転嫁が売手市場において大となる傾向を認める見解に反 

することに な るン は ip云嫁があれば税率とプラスの相関があるから， （1—B* ) は転嫁された割合 

が取率と逆比例することを意味し，これは寧-占市場価格形成の仮説に反することになる。そこ；̂経. 

济の論:IIからすれば（1-- A ) の侬拠する仮説が選ばれよう。‘ しかしK -M は阿渚ともに検矩を行な 

っている。けれどもわが闺のケースでは, （1—A ) の仮説、にもとづくモf ’ル A のみを検定し， （1--

— — 一 39 (151)----- -
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法人税め短期的転嫁

B ) の仮説にもとづぐモデルB は省略することとした。 したがってこんごモデルB に関速する問題 

点は触れずして進むことにしたい。 ‘

法人税変数の型態について，それが短期的転嫁の計測にかなうょう決定され，伝統的な意味での 

長期的効來は考虛のそとにおかれていることを付言せねばならない。それは資本ストツ クの変化に 

朽よぼす課税効果を測宠するため， タイム . ラグをともなった法人税変数を導入したが，その有意 

性が疑やしいため長期的効果を無視し,今期の法人税変数にのみ限矩するほうがょいとの結論に達 

したからにほかならない。それゆえK - M モデルの分析対象は，短期的効果，すなわち資本ストッ 

ク一定の状態で肺格，賃傘，產出量変化食つうじて作用する調整にかかわってぐる。 しかしこの調 

整は急速に発現するが調整結果は長期間持続することがありえょう。そうだとすれば短期的転嫁と 

は単に調盤速度に関してr短期的」と呼ばれ，結局は短期的効果のもつ長期的意義が議論の対象と 

されていると考えることもできる。 したがってアメリカのケースではラグつき法人税変数を導入し 

た回帰式も推定されているが，わが国のケースでは扱わなかった。

収益率資本収益率を従属変数ときめても，それは自己資本（equity capitilYがら生ずる収益率か 

総 資 本 （totarcapital)から生ずる収益率か，分析の前にどちらか選択せねばならない。 自己資本収 

益率は自己資本に対する利潤の比率であり，総資本収益率は総資本に対する利潤プラス支払利子の 

比率を用いる。 こ こで総資本とは自己資本プラス（短期おょび長期) 利子つき債務にひとしい。

玫- M か 2 つの収益率の選択を問題とするのは次のょうな理由からである。法人税は利潤にのみ 

課されるから自己資本収益率の使用を是とする考え方がありうるが，周知のょうに法人税は株式資 

本 調 達 (equity finance)から借入れ資本調達（debt f i i _ ce) への移行を誘発せしめ，そのため處已資 

本粗収益率を高めるょうに作用するはずである。これは資本構成に変化が生じないと いう仮定の下 

セえられるょりもより高い転嫁度が発生する結果をもたらす。 このょうな自己資本収益率上昇の意 

味するものは価格引上げにょる転嫁がら生ずる上昇とは全く異なっているし，その上株主の危険増 

大にょり相殺さるべきたぐいの上昇にほかならないから誤解を招きやすい。 したがってK _M では’ 

総資本収益率の使用にょりこのょうな難点を回避しょうとする。

わが国のケースでも自己資本と総資本をベ ー ス どする両収益率を適用することとした。K M は 

アメリ.力のケースでは両指標による推矩であま.り差がないとしたが，わが国のケースについては後 

述のような理丨i lで明確な結論をリ丨きだすことを避けた。

一 ⑴ K - M モデルの構成と理論構造  ， . 一

•

. .前述のょぅに，K—M モデルで採用されぢ收益率接近法は，法人税変数を含むいぐつかの独立変

注 ⑶ 叫 uity capitalは厳密には「持分资本」と訳ざれるはずであるが， ここでは资本描成のさい丨:丨己资本比率がつ 

ねに問題とされる経絲に鑑み，敢えて「肖己资キ, とすることにした。 ，
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法人税の短期的転嫁

数により従属変数としての収益率を説明する回帰方程式を組み,その構造推定を行なうという時系

列分析の方法をとる6 このばあい分析の目的は，法人税変数の回帰係数を決定することにより，法

人税が存在するばあいと存在しないばあいの収益率の格差が推矩され，かくて転嫁度の推定値を確 
^  ( 4 )
定するところにある。

はじめに収益率関数の矩式化と推定に使用される変数の库義と記号を以下の作業との関係からあ 

らかじめ次のごとく定める。

ち ，• 粗利潤ニ課税前利潤（自己資本ベ- ス)，铒利潤プラス支払利子（総资本ベ- ス）

又",， 純利潤ニ課税後利潤（自己資本ベース)，純利潤プラス支払利子（総資本べ- ス）

K , 純資産•(自己資本ベ- ス)，純資産プラス利子つき債務(総資本べ- ス）

Yff,( .粗収益率ニか /Kt-i 

Y n.t 純収益率

T 法人課税がないばあいのY の推定値

X ,法人税変数の一般的表ホ  • ■

T, 実現ベースでの法人税納税義務額 .

L , 法人税納税義務額の標準化， ;

Z, 法定法人税率

z e* 実効法人税率，Z*=Tjrrg,t. .• . :

C, G N P に対する消費比率（消費支出の標準化)

V , 製造業における売上高に対する在庫比率 • '

山 G N P に対する法人税以外の全税収マイナス政府移転支出の比率 

a  g n j p に対する政府の財•用役購入比率 

U, 確率変数 .

s 転嫁尺度

K- M モデルでは，法人課税の変化によりもたらされる課税前収益率Ypの変化を予測できるよ 

うな関数型を決定す,るに当って，収益率関数はその決宠要因の1 つとして法人税変数’を含む一般的 

巨視的経済体系のYパこ関する誘導型でなければならないとしているので， ここでは誘導型方程式 

1 木についての檢矩が行なわれることになる。収益率関数Y 0 の型をきめるためには， Y , を矛M 

なく説明できる独立変数を濞入しなければならない。その変数の性質は.，Y , を適切に説明しY, と 

高い相關関係にあるが， しかし変数相互の間で相関することのないものでなければならない。しか 

も利用できる統計資料の制約を考慮すれば，方程式に導入さるべき独立逆数の個数も極めて限矩さ 

せざるをえない。K - M は以上の観点から実験テス卜を試み，次のごとき矩式化を行なった。

注 ⑷ M. Krzyzaniak & R. Musgrave〔5〕第4章を参照4 なおこの接近法に対する批判は次の機会に譲ることとす

る‘
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(2-1)  Y t.t-a o +a,4Cf- iH - f t^ . i+ a 3J,+a^Xt-Ffl.sa  + « « ^ - ;, + Ut ' •

ただし，W は G N P に関する消費の増分比，V は全製造業の売上高に対する在庫比取 j は法人税 

以外のナベての租税に関し先に定義され_た粗税変数 .（これは次式に,おいて特定化される)， G は GNP 

に対する政府の財• 用役購入比率を表わす。ラグつき麵が使用されているのはモデルのフィット 

を改善するためである。 ,

方 程 式 (2—1) は法人税変数を含む一般的表示としての一次型式であるン次にこれを法人課税に 

ともなう企業の行動仮説によって特定化せねばならない。われわれば前節でk - M  0  2 つの仮説の 

ラち（1—a ) の行動仮説を採用しa —b ) のそれを却下したので， ととでは (1 一A ) にのみしたが 

い特定化することになる。このばあい法人税変数は法人税額亇の形をとる。ただしTbZ7T0 である 

けれども法人税変数をこの型で表示すると変数はもはや独立変数ではなく内生化される か ら ， 方挺 

式は完全な誘導型とはならない。もっとも既述のように， この型の変数を使用すると と け 転嫁に 

関する丨丨I■の企業の行麵 - - すなわち経営者は神の法人税触を職すため讀 齡 細 す る  

という想定—— に忠実となることは確かである。次のモデルではT 変数は前期の資本K,—, で除す 

ることにより標準化される。すなわちLニT / K ,_ ,とすれば（2 - 1 ) 式は次式のごとぐ表示される。

(2—2) Y?<= a 0+ aiC 卜，+ a2V,_, +  a3J ,+ aム + 叱G ,+ a 6L 卜】+  U,

この方程式はK - M によりモデルA と呼ばれており，右辺の独立変数はLト，を除ぃて (2—1) 式 

のそれこすべて同じである。 しかしL<-.i.は従属変数とみなしうるから/’最小自乘法にかけれぼ矛 

盾する結果を生みやすい。それゆえK - M は種々の纖の結果，- 麵 雜 を う る た め 操 作 麵 法  

を聽することに落ち着いた。この点について，.転嫁モデルの撥造推定に関する技術的問題とし て  

批判の余地が残されていることはすでに検討したごとくであ：

次により根本的な問題であるK - M モデルの现論構造に移ろう。

既述のようにK - M モデルでは資本収益率関数Y, は国坭释済的マクロ . モデルの誘導型と规宠 

されている。計量経済学的モデル推定の論理!からすれば，導出された誘導型の性質を明示するにけ 

はじめに船g されたマクロ的速立擁式完結モデルの一般塑を示し転嫁分析の理論構造を明らかに 

しなければならない。ここではその一 般̂型について触れておきたい。た だ しわれわれは, k - M ，が 

規矩した収益率関数Y g は必ずしもかれらの.マグロ •モデルから論理的に導出された完全誘麵で 

あるとは考えないので， ここではその詳細に立ち入り批判することはしなじ:

モデルめ一般型を表示十るために用いられる記号は先に記.したものと者干興なるので，以下では 

次のように記号を定める。

Q 座出 量 • _

注(5} R. J. Gordon〔3〕p. 744 を特に参照》

注 ⑶ K -M モデルの理論■ に了いての批判はM. Krz鶴 ia k 〔6〕. J.Q. C W l A.C. H arbour & P. Mi—
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法人税の短期的転嫁 •

• N 労働投入量 

N * 労働力

C 消費支出，貨 幣 表 示 •

I 投資支出，貨幣表示 

G 政府支出

W g 貨幣貨金率 ■

J 個人税税率 

n 0 粗利潤 

% 利润税税率 

V -; 売上高に対する在庫比宰

M _備率の逆数でゥヱィトづけられた超過準備として定義される潜在的貨幣供給

K - i 期首における’資本ストック

Ye 粗収益率 .

これによ、りマクロ • モデルの一般型は次のように表わせる。

生 産 関 数 Q=Q[N, K-J  

総 需 要 関 数 Q P = C + I+ G  :

消費関数 CニC[% (1-J)N，Kg( l - Z \  M, K .„ P]

投資関数 I - I tY , ,  Z, d 0 - lt G, V-!, M, K.,, P, w g]

労働供給関数 N = N S[叫，J, P, N*] _

労働需要関数 N = N rf[， P, K d  ；

肺格式 P=P[M, w g, J, Z, Q, C]

定義式

このマクロ • モデルでは各関数型の特定化は行なわれず，きわめて一般的表示に留まっている.が， ’ 

それはケインズ体系か新古典派体系か，競争体系か不完全競争体系かの選択について独断を下すこ 

とを避けるためであると説明されている。

モデノレが含む関数型の特定化には，まず導入さるべき変数について分類し次にそのような変数は 

いかなる誘導型で示されるかを決定すればよい。K - M モデルでは先決変数としてK -丨，G，M, J, 

N*. AQ-u V-„ Z が選ばれ，残された8 筒の変数，すなわちQ, N, P, C, I, wel ng, Y 9 がそれそ’ 

れ内生変数とされている。そこで収益率関数Y , の誘導型は次のように乐される。

Y„=Y,(K-„ G, M, J, N*. JC-u V-w Z)

この関係式はあまりにも複雑であるし，また直ちに統計的検矩に黍ねることもできない。そのため 

次のよう.に収益率関数Y9 と间様の比率表示にすべぐ各変数を標準イ匕し,線型方程式に書き改める

一"一 43 (155)-----
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法人税の短期的転嫁

ことが望ましいであろう。

Yp= a<J+ ai^ ^ F )」+ „2V_i+tt3j+ a4( ^ ^ ) + ん z+%

麵はすべて比率表示であり先の式と比べて右辺に導入されていない変数は, K 丨，肌 が の れ

である， 変 数 K—, を落した理由は他の圖麵との間に多重共線性が存在す る か ら で あり，また

G N P の代りにK - , を採り / /C _ ,や G, について比率で表わしてもフィットを著しく改善するこ

= ないからであると綱されている。他の 2 つ の 麵 M，N * も 赚 に 収 益 細 数 t を説明す 
る上でIS要とはみなされないので落されている。

方 程 式 ( 2 - 1 ) は上述の方程式と同—であるが，W J ，政府支出G, および法人税炎数は次の 

ような若干の相遠がみられる。⑴税率变数j _ 人税ではなく法人税以外の十べての租税を意味す 

る。⑵政府支出は述邦政府交出に限定される。⑶法人税変数は後の段階においで特宠化子るためま 

す一般型で表示される。以上がK _ M モデルの理論構造の概要である。

K - M 自身が述べているように，かれちの理論構造はいかなる転嫁理論の_ 拠に依存しているか 

明確な翻が与えられていないため，前述のごとくこごでは立ち入った批判を差し控えることにし 

たい。 しかし法人税転嫁のモデル分析において転嫁指標として収益率関数が選ばれるとしても，そ 

れを説明する麵をいかにして選択するかは分析を成功に導くか;^かの最も:酿•な分岐点となるは 

ずである。またその選识いかんによっては，モデルが想定する転嫁理論がイムプリシットに語られ 

ることになるはずでもる。 したがって法人税転嫁に関する実証モデルは理論ギデルとの間に間断な 

きノィトハックを必要とする。その意哚で転嫁モデルの理論構造の確定はこんごの課題として繰

り返X*し検丨i、j されねばならないといえよう
• .

( 3 ) 転嫁尺度とモデルの推定— ~ァメリカ産業—

前節で展開されたモデルにより法人税麵の_ 係数の推定が可能となった。 しかしその回帰係 

数を転嫁度測宠の尺度に移す作業が残されている。

K - M モデルでは収益率を転嫁の抑淀指標としてゼロ転嫁と党■ 嫁が定義される。それによる

Y， Yノ

また完全転嫁は •

'yg,t~'Y/ ~'Zl*Yg,t
と書くことができる。 しかしこのままではゼP転嫁と党金転嫁以外の転嫁度を測定することはで 

きない，たとえば⑷パーセントといった転嫁度の厳密な測定方法を決めるな ん ら か の 工夫が必 

要とされるわけである。 しかもその攻は織度を」麵 に 雛 で き る も の セ あ る こ と が 望まし
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法人税め短期的転嫁

い。だが転嫁理論の現状から十ればいくつかの転嫁尺度が考えられることも靡荧である6 K-M 

は粗表示と純表示め2 つの転嫁尺度を提示し前者をより望ましいとする。それは次式で表わされ

る- 4 * r • • •
. . . . . . ■ .. ■ ; ■

(2- 3) a — .

s , は転嫁度を表示する尺度であり先の転嫁の定義から得られたものである。それは納税された法人 

税額と粗収益率引上げにより得られる粗利得との比率を測定しようとするものであり，法人課税に 

より失なった損失のうち実際に取り’戻した損失の割合を示すものである。

新たに定義された転嫁尺度が -もつメリットは法人税負担を消费者に転嫁する部分と企業によ.

り負担される部分とに分割する伝統的転嫁理論に合致することにある。それゆえこの尺度を基礎と 

して，法人税負担が部分的に転嫁されるという条件の下で，法人税と個人所得税とをいかに統合す 

べきかという議論を推進することが可能となる。

かくて次の課題は転嫁)^度 S , をモデルA にいかに導入するかにある。 まず法人税変数にタイ 

ム • ラグなしと仮定する。方 程 式 （2—2 ) により，L, ニ 0 とおいてY ' を推定する。 .すなわち，任 

意の年度において他の変数は法人税から独立とし，もしも法乂税率がゼロであったならば,当該年 

度の収益率の値はどうであったかを推定するものである。それゆえ 

(2—4) Y ffli—Y / = tt4Lr

また L p T / K t - F Z ' Y ^ である.から， 定 義 式 （2—3 ) の転嫁尺度S, は次のごとく改めて表示で 

きる。

(2 -5)
■ .

よって次式を得る。 •

(2—6) S<=a4

すなわち，転嫁尺度S‘ はモデルにおける法人税変数の回帰係数と幸いにも一致する。転嫁尺度は 

時間をつうじてコンスタントであり，転嫁尺度に含まれる関係はモデヤの法人税変数に•含まれる関 

係と同じである。それゆえ，転嫁尺度 S, は法人税水準と独立でありまた収益率水準とも独立であ 

る。 '

以上をもってK - M モデルの推定に当っての予備作業は完了した。K - M はまず総資本べ一スで 

の全製造業のケースから始めている。 その結果は表2—-1に一括して掲示され， No. 3 がスタンダ 

一ド . モデルとして推矩結果の核心とみなされる。さらにモデルは様々のモデイフイケーシヨンの 

下で推定されその結果は表2—2 にまとめられているが，ここでは生要な推定結果とみなしうるも， 

めに限宠して検討を進めてゆくことにしたい。

モテ:ルA ははじめに方程式（2—2 ) を基本として推定されてV る。表 ( 2 ~ 1 ) の回帰式No,1 を
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法人税の短期的転嫁

みると，虛相関係数R の値は0. 9 8であり， ラダなし法人税変数は145パーセントの転嫁度を示し 

1 パ一セント水準で極めて有意である。 ラグつき法人税変数は僅少の転嫁を示すが有意ではない。 

変数G,の回帰係数がマイナスであるのは確かに驚くべきことであるが， K _ M の指摘するごとぐそ 

の係数は有意ではない。表 2—1 の方程式 No. 2 についてみれば明らかなように， ラグつき法人税 

変 数 L,」 を落しヤみると他の係数のほとんどが有意性を高めている。 次に最も有意、性の少ない係 

数は政府支出 G である。方 程 式 No. 3 で示されているようにG ,を落すと他の係数の有意性はす 

ベて高められる。 ラグなし法人税変数の係数はふたたび1 パーセント水準で極めて有意であるが，

R はやや低下している。 ラグなし法人税変数の転嫁度は大きく左右されることはないが転嫁尺度の 

穰準誤差はかなり減少している。

その結果，K - M は方程式 No. 3 をスタンダード • モデルとして採用し， 転嫁分析の他の事例 

の推定にも適用される。

次節より試み 'られる .K -M モ'デルのわが国への適用と関速 し て ，表 2—1 の .ヴアリエ一、ンョンの 

うち111-純最小自乗法適用のケースと戦後期間のみを推宠したケースとに触れてお こ う。

方 程 式 No. 6 は準純最小III乗法が舞用された推定結果である。 とれは操作変数法から得ら ;K る 

道相関係数R の高I 、値をチヱックするた め に L ,を先決•変数として扱う方法によるものである。 予 

想されるように，その結果はスタンダード.モデルNo_ 3 の茁相関係数以上にR が高められてい 

る。 もとよりK -M は操作変数法の適用を原則とし，推計学上コンシステントでない最小囱乗法の 

適用は例外とみなしている。 したがってNo. 3 と比較ずれば， 各係数の有意性はすべて過大評価 

され転嫁度もやや過大となる傾 .向にあるこ.とに留意せねば，ならない。.

方 程 式 No. 7 と No. 8 ではスタンダ 一 ド • モデルが戦前と戦後それぞれ別個に適用されている。

K- M がそれらを試みた理由は両期間に分離すると反応が異なってくるのではないかという可能性
• . ' . .  .

を考慮したからであると説明されている。その結果はK -M の指摘するごとく，あまり顕著な差異

は認められない。個別的にとられた両期間においては戦前 • 戦後ををつうじての両期間におけるよ

りも転嫁度はわずかに低く， 均一分散（homoskedakicity) についての検定によっても有効性は保証

されている六

表 2—2 に移り自己資本ベースでの推定結果に触れておこう。方程式N o .1 と No. 2 は表 2—1 

の方程式No. 3 と No. 8 を比較の便宜上そのまま:Ff掲したものである。表 2—2 の方程式No. 3 

は自己资本べ一ス，すなわち自己資本.に対する利潤比率として矩義された自己資本•収益率指標によ 

り推定された結粜を表わしている。これを総資本べ一スと比較すると， 蜇相関係数はわずかながら 

ド回わり，全期間についての転嫁度も123 パ一セントと苦千下囵わるばかりでなく，右意性もやは 

り若干落ちていることがわかる。9 5 パーセントの有意水準で信頼限界は9 8ないし148パ一セソ ト 

の転嫁度を示していることになる。この推定結果と総資本ベースでの推矩結梁との差與はあまり大
t

*----- 48 (160) —™
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きくないが， しかしそれは借入資金調達がわずかながら増大していることは，部分的にせよ法人税 

に原因ありとする仮説を支持するものであるとされている。

.

ァメリカ產業に対するK -M モデルの推宠結果は要約すれば以上のごとくである。次の間題は名 

の解釈である。 1 0 0パーセントをはるかに超える転嫁という予期しなかった結果をk - m はどめよ 

うに説明するであろうか。 ’

K - M ははじめに 134 パ一セ ン トという転嫁度にみられる点推定が必ずしもすべての情報を反 ぐ  

しているものでは今いことを強調する。ス タ ン ダ ー ド •モ デ ル で は 檩準誤差が 0 .1 0 9 6で自由度が 

1Sであるから,9 5パ一セ ン ト信頼跑界で転嫁度は111から I57パ一セントの間であるという解备淦 

提示する。 したがってゼロ転嫁仮説は明らかに棄却される。 それ以上にわれわれが驚くの は （そし 

て K- M 向身も予則したごとく「混乱」するのは) , 1 0 0パ一セント転嫁仮説の棄却である。なぜならば 

" パ一セン卜信頼限界ですらも102 か ら I6 6パ一セ ン トの施囲の転嫁度を示すからである。したが 

っ て 「最 低 100パーセント転嫁仮説」が依然として支持されることになる。

K - M によれば，伝統'的なゼロ転嫁仮説が必ずしも正しいとはV、えないことを考慮すれば，「最 

低 100パーセント転嫁仮説」を容認する可能性が当然残されていることになる。その説明としてか 

れらは 2 つの仮説を提出する。第 1 に,寡由市場においては法人税引上げは業者にとづて価格引上 

げのシグナルとみなされ，侧格引上げは法人税以外の要因を含むこと .によって転嫁が100パーセソ 

トを超過することがありうると考える。それゆえ法人課税の衝擊以外の要因がかなり強く働いて企 

業の側での過剰調整を促すことになる。第 2 に，企業の侧では法人税負担を完全転嫁することに熱 

中するあまり「過剰転嫁」が発生L うると考える。K - M のこの解釈はミクロ的企業段階での価格 

決定にかかわる観点として洼 | 丨できるが， しかし転嫁プロセスのメカニズムについてなにも語られ 

ていない点で著しく説得力を欠く説明といわなければならない。

むしろ K -M が過剰転疼の推定結果を積極的に説明しようとする論拠は，統計検定の上からみた 

現実妥当性であるとみてよい，

第 1 に，U の操作変数であるZ，* と政府支出G, の間には高度のプラスの相関があることが指 

摘される。.それゆえ，G ,を落すとモデルの他の係数すベての有意性 , とくにL,.の有意性が高めら 

れ， こ れ に よ り と L ;が共線的であることがわかる（表 2，-1 の方程式No. 2 と No. 3;を参照)。 モ 

デル推定の上で政府支出d の効果を分離できなかったのであるから，転嫁度はそれだけ誇張され 

ていると考えなければならない。 このような転嫁度の誇張効染はインフレーション効果を切り離し 

えないケースについても妥当しようd 表 2—2 の方程式 No. 7 でインフレ一ン3 ン修正のケース 

が 転 嫁 度 100. 5 パ一セントを示しているのはその証左:となる。 したがってこの2 つの転嫁度に関 

する誇張効果を考慮すれば ,‘ 法人税の純粋転嫁は100パーセントを下回わるであろうとK -M はj#:

— - 4906J) ——
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論する。

いま 1 つ転嫁度を誇張している原因は法ろ税と他の租税との関係，すなわちZ产と山との間に 

みいだせるより一層高度の相関関係である。しかしこのばあいは，J, を導入しても他の係数の有意 

. 性は低下していないがため共線的であるとは考えられない。それにも拘わらず両者の間の高度の相 

闞関係により，山のマイナメの係数値とL , のプラスの係数値との間の乖離が拡大された結果，転 

嫁度はここでも誇張されているとみなすごとができよう。

K - M はこのような諸要因により転嫁度が過大評価されてV、るという可能性を認めるとしても，

. なおかつ転嫁度推定の著しい有意性の見地がら高度の短期的転嫁に関する顕著な証左こそは否定で 

きないと主張する。われわれはかれらのモデルの斉一的適合性についてわが国のケースに適用し吟 

味した上で，かれらの主張を改めて有効に再吟味できるであろう。次節以下においてわが国諸産業 

に K - M モデルを適甲する意図は，果してK - M モデルの構造が時間と場所を超えた不変性をどの 

程度もちうるか否かを検討しようとするところにある。

( 4 )  K - M モ デ ル の 適 用 ⑴ ------自己資本べース- ：~ -

前節では，K - M モデルの概略およびァメリカ製造業におけるその適用結果につ いて ， わが国の 

法人税転嫁計測の目的にとって必要な限度内で解説を試みた。ここではわが国の製造業および選ば 

れた 6 産業につい弋同モデルを適用してみる。

K - M モデルでは，標本数，観測期間にしたがって2 0 個にあまるヴァリアントが推定されてい 

るが，そのうちスタンダード• モデルとされ推定に適用された方程式は，戦前 の 1935〜4 2 年およ 

び戦後の 1948〜5 9 年について総資本をベースとし全製造業を対象としたものであり，再述すれば 

.次式で表わせる。

Y g,t~a0+aiJC 卜l+d2V卜1+ 江3ム+  (1山《 +  U 

各変数はすべて前節で与えられた定義と同じである。わが国の法人税転嫁推定に当ってもこの方程 

式を中心として狞なわれた。ただし，分析対象はK - M では全製造業，産業別，規模別と細分化の 

方向が進められているが，わが国のケースでは全製造業に加え製紙，印刷，電力，鉄鋼，造船の5 

産業に限定した。また標本期間も戦前1928〜4 1 年，戦 後 1952〜6 3 年としK - M よりも延長され. 

ているが，推定法は単純最小自乗法をとりK - M が主として利用した操作変数法をとることをしな 

かった。さらにプレッシャー変数として雇用率を説明変数に加えた点もK - M とは異なっている。 

それゆえ，その他いくつかの相違点も含めて，以下の議論は必ずしもK - M 手法とパラレルではな 

く両者の間に生じた差異についての考察を残すものである。

このセクションではまず自己資本づースからとりあげ， したがって資本収益率Yc, t は自 己 資 本 '

  t>0 \162) —
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収益率を意味するものとする。これによりわが国の法人税転嫁に関し，上式を中心として構造推定

を行なった結果えられた推定結果は表2—3 - A にまとめられた。

同表において， ライン⑴は全製造業を対象とするK - M モデルの適用結果であり， 自由度修正

済み重相関係数！ の値は 0 . 9 5 である。 法人税変数L , は 1 8 1パ- セントの回帰係数をもち， 1

パーセント水準で極めて有意である。その他の説明変数につい弋はJ , が有意であるが， J C h と

Y t- i については有意であるとはいえない。 しかし各説明変数の符号条件がすべて満たされている

ところから，K - M が試みたアメリカ製造業に関する推定結果とかなり近似しているとみなすこと

ができる。ただしダ一ビン• ワトソン比についてはそうではない。それゆえアメリカ製造業に関す

る推定結果と比較すれば，アメリカでは123パーセントの転嫁度が検証されたが，わが国について

は 181パーセントという極めて高度の過剰転嫁を意味する計測値がえられたと一応結論してよいで

あろう。 ’

わが国製造業についてはプレッシャー変数として雇用率を追加し，あらためて転嫁摩の推定を試

みた。その結果は同表のライン⑵に示されている。各説明変数の符号条件はすべて満たされている

ばかりでなく，それぞれの6検定値もライン⑴のそれに較べさほど低下しているとは考えられない，

.しかもR.は 0 .9 5 1をとりライン⑴のそれと同じ値をとっているとみなしてよい。 ダ一ビン•ワト

ソン比についてみると，系列相関はやはり不定とみなされるが， ライン⑴よりも改善の跡が窺えよ

う。そこで転嫁度に注目すれば， 1 6 9パーセントを示し， 先のプレッシャー変数を除外したケー

スでの181パ一セントに較べ若干の低下をもたらしている。

ライン⑵においては追加されたプレッシャー変数は雇用率（私）のみであって， その他の循環変

数を追加するということは試みられなかった。それゆえK - M モデルに対する批判が主としてその
( 7 )  •

理論モデルの欠除，すなわち構造推定式が明確な理論モデルからの完全誘導型ではなV、という点に

集中するとき，その批判は依然として有効であり， したがってまた資本収益率関数なり利潤分配率

関数なりについて転嫁分析の理論構造を明確化する必要が要請されざるをえない。

つぎは個別産業をめぐるfe嫁度推定である。K - M はアメリカの産業なり企業を包括的にとりあ

げす，任意の産業と企業についてスタンダード• モデルを当てはめている。産業別•企業別にモデ
• ( 8 )

ル修正の必要性を認めているようであるが，そのような試みはなされていない。そこでわが国の産

業についても，スタンダード• モデルをそのまま適用することとしたが，産業の選択に当っては，

1 つには統計資料の整備と信頼性に留意し，いま 1 つは各産業のもつ市場構造の特異性に留意しつ

つ，製紙，印刷，電力，鉄鋼，造船の5 産業に限定することとした。

けれども表2—3—A にみるように， 各産業の推定結果はむしろわれわれの期待を裏切るものの

注け） プレッシャー変数の転嫁計逛分析における意義については，J. G. Cragg, A. C. Harberger & P. Mieszkowski 
〔1〕がドラマティックな推定結果をもってその重要性を指摘している。 -

(8) M. Krzyzaniak & R. Musgrave〔5〕p. 59 を参照。 I
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法人税の短則的転嫁

表 2 — 3 — A : わが国の産業に対するK -M -スタンダード* モデルの適用推记結果

(.自己資本ベース） 1928〜 41年および1952〜 63尔

间帰係数，（ ）内はt 検定値 R
_ 度 

修正済 

み重相 

関係数

D
V —ビ 
ン * ワ 

トソシ 

比

鹿 業
裁 片

変 数 転嫁度

ACt-i V t-i J t U Et

⑴ 製造業 28.4815 0.0038
(0.2201)

-0.0622 
( — 0.9092)

-1.5346 
(一 2.4547)

1.8105 • 
(6.2871)

0.950 0.864d 1.81Q5

⑵ 製紙業 21.9543 -0 .0067
(-0 ,3542)

0.0338
(0.7372)

-1,6805 
( — 2.4500〉

2.0052
(11.5318)

0-946 1.374c 2.0052

⑶ 印刷業 5.2293 -0 .0197 
( 一1‘3662)

0.2832
(2.0147)

一0.8778 
(-1 .3574)

2.4474
(24,4335)

0.990 l ‘729a 2.4474

⑷ m 力業 5 ‘2535 一0.0218 
(-2 .4589)

0,0224
(2.4930)

-0 .2318 
(一 0,6624)

1.9071
(7.0777)

0.856 l-165c< 1.9071

(5) 铁 雛 70,7772 一0.0609 
(-0 .6590)

0.1897
(0:8254)

-7 .3658
(-3 .0896)

3 . 9142 
(2.6989)

0.567 1.375° 3.9142

(6) 埠船業 21.9901 -0.0256
(-1 .5724)

-0 .0 3 6 5 '
(-4 .3988)

— 0.8750 
(-1 .9246)

1.8630
(35.7083)

0.995 1.907° 1.8630

(7) 製造業 54.6797 0.0133
(0.7129)

-0 .0380
(-0 .5386)

-0.9694
(-1 .2468)

1.6871
(5.5731)

0.7182
(1.1972)

0.951 1.010C 1.6871

a 印はダ一ビン‘ ワトゾン比の検矩により5 パーセント水準で系列相関なしの意味，b は同じく 2.5 
パーセントで系列相関なし，c は 5 パ一セント水準で不定，d 1± 2 .5パ一セント水準で不定，e ほ 1 
八一セント水艰で不Miの意味。 ■ •
炎料 ,経済企画庁 1■国民所得由讲，昭和38苹度版』，三菱経沾研究所1■本邦墩業成級分析j 昭和 3 年〜 

38牟 ,なお雇用率 E t は，熊谷尚夫 • 渡;！!経彦榀 f 日本の物価j P. 79および健保速合会8■社会保障年 

m A 1962,65年版に依拠した。

表 2 — 3 — B : (総資本べ一ス）

丨圃丨係数，（ ）内はt 検 1Z値 R
議 度  

修正济 

みIR相 

関係数

D
ダ一ビ 

ン • ワ苗̂ 業
截 片

表 数 転嫁度

ACt - 1 V t - i • Jt Lt Et
トソン 

比

⑴ 製造業 22.4736 -0.0003
(-0 .0341)

-0 .0427 
(一1.1062)

-1.3533
(-4 .2523)

1.4379
(3.4043)

0.811 1.018c 1.4379

⑵ 製_ 17.3720 -0.0075
.(-0.9748)

0.0061
(0.3311)

-1 ,3448
(-4 .9211)

2.0741
(13.6514)

0.954 1.375c 2.0741

⑶ 印刷業 7.7285 0.0119 
(一1.4217)

0.1036
(1.1428)

一0.6726 
(-1 .9261)

2.1942
(11.7457)

0.957 l ‘503c 2.1942

⑷ 電力業 5.7878 —0.0127 
( — 2,6092)

0.0070 
.(1.2725)

— 0.3265 
(-1 .5508)

1.4154
(2.99.36)

0.783 1.138" 1.4154

⑸ _ 業 13.2761 -0.0218 
(一 0.4801)

0.1244
(1.1318)

-1.9843 
( — 1.7508)

6,6978
(4.6691)

0.761 0.977° 6.6978

(6) 造船業 12.8453 -0.0099
(-1 .5999)

—0.0145
(-4 .1025)

— 0.7144 
( —4.1744)

1.6314
(8.2343)

0.944 2.249° 1.6314

(7) 製造業 21.9893 -0.0003 
(一 0.0257)

—0.0425 
( — 1.0050)

-1.3506
( —3.4139)

1.4365
(3.1901)

0.0046
(0.0121)

0.799 1 .6 l9 f 1.4365

ぶ ぬ 成 ぬ ぬ M 於ぬ.な

. 1

固帰係数， ( ) 内はt 検走値 r" D

k 業

戗 片
数

自山度修 

正済みm
ダ“ ビン* 
ヮ!■ソン比

A2Ct—1 A V t - i A J t £  Lt A L t △ Et 相関係数 ■ V

(1 )製造業 —0.6679 0.0001 
( 1 . 1 6 4 2 )

一0,0752 
(-1 .4401)

-0.4368
(-0 .7632)

1.5223
(2.6043) (

0.8944
1.4289)

0.624 1^73’

( 2 )製紙業 —0.0178 0.0002 
( 1 . 5 6 6 2 )

-0.0164
( —0.3023)

—0.2175
(-0 .2864)

5.0579
(2.7570) (

0.6311
1.3269)

0.581 1.128£

( 3 )印刷業 -0.5922 0.00001 
( 0 . 1 7 8 8 )

-0.0099 
( —0.0766)

-0.0147
(-0 .0256)

3.2069
(4.2405) (

一1.8791 
-3.8040)

0.834 0 .8 i4e;

(4) € 力業 -0.2249 0.0001 
( 1 . 3 3 1 9 )

—0.0576 
(一3.7795)

0.2484 
( 1 . 3 7 5 6 )

1.4456
(1.9166) (

—0.8861.
-0.3261)

0.703. L835a

(5) _ 業 一0.6631 — 0.0001 
(-0 .2193)

0.0915 
( 1 . 1 3 6 5 )

-1.2929 
(一0.5799)

8.8227
(6.0543) (

8.0949
4.9295)

0.894 1.7166

( 6 )造船寒 . 0.0630 0.0001 
( 0 . 9 5 9 7 )

0.0041 
( 0 . 5 0 6 5 )

-0 .2148
( —0.5010)

1.3112
(1.6090) (

1.7633
4.5237)

0.774 2.542a

(7 ) m m -0.7361 0.0002 
( 1 . 8 8 1 0 )

一0.0304 
(-0 .5976)

-0*3332
(•-0.6497)

0.6428
(0.9780) (

0,3421
0.5587)

1.1448-
(2.1998)

0.717 l,334 tf

5ZU65) —

翁燦嫁®職 . 搬權臓娜纖靡鑛》據嫩鑛s麵 懿 纖 麵 發 键 德 徽 雛 遂 徽 徽 纖 徽 凝 緣 麻 藤 ^ mwa織?r鎌繊_

©帰係数， ( ) 内はt 検定仙: R D

、 庙 m
救 片

変 数
自由度修 

芷済み帘

ダービン， 

ワi ソン1匕
A2C t - i △ V t - i A J t ^ L t ALt AEt 相関係数

(1)製造業 -0.4271 0*0002 
( 1 . 6 2 6 8 )

一0.0457 
(-0 .7256)

— 1.1770 
(一1.7356)

2.4282
(4.4838)

2.2981 
( 7 . 1 4 4 5 )

0.927 1.715c

(2)製紙業 一1.9003 0.0003 
(1.5182 )

一0.0074 
(-0 ,1083)

-1 .3S05
(-1 .3150)

4.7289
(4.0403)

1.7724 
( 5.6019)

0.901 1.300f

(3) 印 職 2.0301 0.00001 
(一 0.0257)

-0.2136 
(一0.4578)

0.4513 
( 0 . 2 0 5 7 )

0.7231
(0.9618)

2.6169 
( 2 . 7 7 5 8 )

0.559 2.144°

(4)常力業 -0.4509 0.0007 
( 0 . 8 9 4 1 )

-0.0895
( —3.0309)

0.4563 
( 1 . 3 0 1 1 )

1.9244
(2.7571)

—1.5020 
(-0 .4596)

0.709 1.864°

(5) 鉄鋼業 —0.3345 -0.0008
(-0 .7466)

0.1748 
( 0 . 8 7 9 2 )

-5.0384
(-0 .9089)

7:0884
(3.3942)

5.3555 
( 2 . 6 0 9 9 )

0.727 2.170°

(6) 造船案 -2.1981 0.0001 
( 0 . 5 9 4 6 )

0.0098 
( 0 . 4 2 3 2 )

-0.6014
(-0 .5235)

1.8528
(3.4311)

1,8485 
(19.3747) s'

0.979 2.224°

(7)製造業 -0.4919 0.0003 
(1,8208 )

一0.0247 
( —0.3627)

-1.0089
(-1 .4157)

1.9669
(2.5507)

2.1461 
( 5 . 7 8 5 9 )

0.7302
(0.8483)

0.926 1,503

表2  — 4  —B : (総資本ペース）

法人税の短期的転嫁

表2 — 4 — A :わが国の増税および減税の転嫁度推宙結果

(自己資本ベース） 1928〜41年および1952〜63尔



1.2115 
(8 .7183) 

1.1688 
(4.4517)  

1.2894 
(16.4945) 

.4186 
( . 3 0 0 0 )

1.3374 
(8 .5002)

1.2685 
(6.0887) 

1.5512 
(15.0258)

1-4972
(13.0432)

1.5770 
(6 .0685)

.2807 
( . 1 9 0 6 )

1.5412 
(18.0637) 

.4044 
( . 6 2 2 7 )  

1.2507 
(10.1755) 

1.2827 
(8 .3467)  

1.2664 
(9 .6720)

1.2219 
(6.6743)

1.2264 
(4.7203)

1.7512 
(2.5806)

1.1106 
(10.0343) 

1.1089 
(7 .9976)  

•8946 
( 5.3990) 

1.1758 
(6 .2793)  

1.0850 
(6.5133) .  

1.2181 
(7.9014)  

1,5689 
(5 .0212)  

.9661 
(3 .8729)

.9764 2.1213

,9152 1.7027rf

.9740 2.6253^

.4604 - 2.0613^

.9768 2.9246^

.9420 2 .1763J

‘9872 2.9035,

.9760 2.8569^

• 9144 1.6264*

-6360 2.5672J

.9872 2.0564

.8279 2.7773^

.9825 2.2392

,9681 2‘2745d

• 9632 1,8934

.9385 2.0556<»

.9262 2.8535

.9592 1.36304

.9809 2.1430

•9527 1.9559d

.9509 • 1.1469A

.9568 2.34281

.9600 1.7089*'

.9591 1.766H

.9663 1.841”

.9321 2.6443d

d
ダ 一 ビ ン • 

ワトソンI•匕

X

粒 嫁 度  

( ) 内は 

標增誤諂

-1 .0055 
(-3 ,7852) 

-.1 6 1 8  
(- .1 2 6 9 )  
一 .6632 

(-2 .5285) 
-1*3134 
( ~ .4645) 
一 . 6675 

(-2*7559) 
一 .1893 

(- .3 6 7 4 )  
一 .2473 

< —1.6145) 
.0972 

, (.2833)

(•2280) 
• 7780 

(1.0452) 
~ .0655 

( 一 .8538) 
- .0 6 7 5  

( 一.3314) 
一 . 8923 

(-4 .0608) 
- .2 9 5 3  

( 一 .7856) 
-1 .1167 

( —2.6986)
— .5079 

(-.6.092)
—.9666 

( 一1.5129) 
.5770 

(.6508) 
一 .9997 

(*~4 *0J64)
— .3765 

(- .9 5 5 1 ) 
-1 .2654

(-3 .4223) 
- .5 8 8 2  

(-1 .0864) 
-2 .2758 

卜 2.7107) 
-.3 9 2 9  

(- .3 0 1 7 )
— .30 ぢ 7 

(~ .6130) 
—1.6286

(-2 .0391)

m m r )
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法人税の短期的転嫁

モデルA, スタンダ 一 ド

) 内はt検定値

変 数

Vt — 1 
VI

Jt
vn

法人税の短期的転嫁

No.

10.

11.
12.
13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20. 
21. 

22.
23.

24.

25.

26.'

表2 — 5 : 施寒別ぐ企業钯別，個別企業別の推圯結來,

ケ ス

n

自己資本ベー义，资齑>50M, 戦前戦後 

N o . ( 1 ) 戦後

自己資本ベース，資産< 5 0 M ,戦 前 戦 後 ’

No. ( 3 ) 戦後

皮革，原皮とその製品，総資本ベース, 戦前戦後 

No. ( 5 ) 戦後 

ゴム製品，総資本ベース，戦前戦後 

No. ( 7 ) 戦後

パルプと製紙，総資本ベ ー ス , 戦前戦後 

No. ( 9 ) 戦後，

食料品，総資本べ一ス，.戦前戦後 

No. ( 1 1 ) 戦後

ガラス/ 陶器，総資本ベース，戦 前 戦 後 ， 

No. ( 1 3 ) 戦後 イ

鉄鋼26社*自己資本ベース，戦前戦後 

No. ( 1 5 ) 戦後 , ,

織物12社，自己資本ペース，戦前戦後 

No. ( 1 7 ) 戦後

価格主導型企業最大15社，自己资本べ一ろ，戦前戦後 

No. ( 1 9 ) 戦後

価格追随盟企業最犬15社，自已资本べ一ズ，戦前戦後 

No. ( 2 1 ) 戦後

G. E • B丨已资本ベース, 戦前戦後 

No. ( 2 3 ) 戦 後 ’

U • S . スチール，肖已资本ベース, 戦前戦後 

No. ( 2 6 ) 戦後

54 (獨

檫木数

IK
截 r 丨 

a„

19*

11 *

19«

l l e

20

12

20

12

20

12

20

12

20

12

19

12

19

12

19

12

18̂

19

12

19

12

.4268

• 3474 

.3541 

.5448 

.2859 

.2902 

.1946 

.1517 

.0919 

,1191

• 1510 

.1863 

.3889 

.3695 

.4594 

•3977. 

.5300 

.2845

• 3802

• 3619 

.■4914 

.3959 

.9592

• 8252 

.1133 

.1794

101帰係数，

A Ct—: 
Y

.4535 
(2,3752) 

.1875 
( .5149 )  

.3446 
(1.5872)

：-.1 3 8 7  
(^ .1 6 8 3 )， 

.4761 
(2.6891) 

.2026 
( .6018)

• .6067
(4.5316) 

.4571 
(2.0238)

•4U8
(1.9167)

,5813
(1.2252)

.2927
(4.7217)

•3871
(2.1576)

.7168
(4.5145)

.3495
(1.5110)
. . 7 2 2 3  
(2.1300)

.4516 
( .8653)

.7377
(1.3818)
-.0 5 7 0

(- .0 9 2 1 )
• 6601 

(3.6791)
.2436 v 

( .9629 )  
.4334 

(1.6946) 
.1332 

( .3966)  
1.4972 

(2.4463)
.3862 

( .4465)
.5963 

(2.1976) 
1.3140 

(2.8994) ：
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-1.0636 
(-4 .4941) 

-1,4409 
卜 3.0985) 

-1.1285 
( —4.4711) 

—1.1336 
(-1 .2409) 

へ  6490 
(-3 .0002) 

-1.1499 
(-2 .6211) 

** • 6562 
(-3 .6442) 

-.730B 
(-2 .3563)

— .4283 
(-1 .6564)

-.9217  
( — 1.7623)

— ‘6265 
(一 7.8169)

— .3983 
(-1 .6480)

-.9 5 0 2  
(-4 .8461) 

— 1.4914 
(-4 .7342) 

-1.0820 
(-2 .7306) 

-1.3160 
(-1 .8547) 

-1.8322 
(-2 .6544) 
-2.2091 

( —1.3717) 
-,513$  

(-2 .2995) 
-1.0664 

(-3 .1221) 
一 .8220 

(-2 .6632) 
-1.1671 

( —2.5410) 
— 2.2112 

(-3 .0436) 
—3*6038 

(-3 ,0337) 
一. 1395 

( —.3524) 
1*2826 

(1*8391)
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法人税の短期的転嫁

しとくである。それぞれの説叨変数において，ボ^ - , はすべての産業において符号条件を満た1 て 

いないのみならず， V , q においても造船を除いて符号条件はすべて満たされていない♦ このょ六 

な推定結果は，表 2—5 にみるょうなァメリ力の個別産業の推矩結果からもある程度予期1 ていた 

にせよ， われわれのf 想からはるかに隔たっていたといっても過言ではない。 r につレ、て み ず も， 

印刷と造船はかなり皮好な結果をえているが，鉄鋼と甯力は相関度において箸しく見劣りするとい 

わねばならない。

したがって，推定された各産業の転嫁度についてあまり確定的:な結論は導出できないというべき 

であろ.う。. K M 'か試みたアメリ力の產築別の推定結果をみても，わが国のケーフヽょり..け良:好であ 

ってもあまり望ましい結果をえてないことは表2—5 にみるごとくである。 K - M が産業別分析を 

虚椀できないとした理由もそこにあったといえょう。けれども産業別の推定結果については少なく 

とも2 点触れておかねばならない。 1 つは，製造業におけると同様産藥別の推定結果セも，法人税 

変 数 ！̂ の回帰係数は他の説明変数のそれに比較し最大値をえており,K _M モデルでは収益率に 

対し法人税は最大の重要性をもつという想定がここで如実に表明されていることである。 こ の 点 は . 

K-M .モデルの理論構造を再吟味する際に見落すことはできないはずであ■る。いま 1 つ は わ が 国  

の産業別転嫁度と市場構造との関連である。表 2— 3—A において，造船め 186パーセント.製紙 

の 20 0パ^ セントから始まり鉄鋼の 3 g iパ—セントにいたるまで，それぞれの転嫁度が市場の独占 

度 （集中度，参入障壁，製品差別化等を含む）とかなりの相関を保っていることが窺えょう。 この視点 

はこれまでの転嫁分析フ般を進めてゆく上で重要な示唆を与えてきたが， こんごの展開にとっても 

やはり重要性を失なっていない証左と受けとることができょう。

わが国の法人税転嫁に関し， 自己資本ベースで構造推定を行なった結果，製造樂にづいては ’169 

なドし 181ハ一セントという驚くべき高度の転嫁度が検証された。 k - m はァメリ力製造業につい 

て自己資本べ一スでは100パーセントを下限とし 123パーセン トを上限とする転嫁計測結果をえて 

いるか，わが国の場合はそれをはるかに上回っている。いずれにせょこれらの結論は，法人税は転 

嫁せずという周知の通念と真正面からの対決をいどむものであると い っ て ょい。 K _M 自身も 法

人税の「ゼロ転嫁仮説」は明白に棄却され，代って「最低 100パーセント転嫁仮説」が支持されて 

しかるべきだとした。

けれども，過剩転嫁の原因を説明する要因については考慮の必要が残されているはず卞、ちる。 こ  

こでは「歳出効梁j と 「インフレーション」の 2 逆因を挙げておこう 

第 1 に，歳出効果が法人税の転嫁度を高めている可能性は明白である。ァメリカの場合，政府の

財貨 • 用役購入 G ,を先決変数から落すことにょり，当然のことながら茁相関係数豆の値は低下十
..     . •

注 ⑶ K - M は處架構造と屯場条件が產梁別に著しく典なっているが.ために産栗別転嫁パタ--ンの都_ が4 ' じまた 

ひいては体系的検时の輸を欠いているためこのょ5 にみなさざるをえなかったと思われる。 m. K r ^ a n i a k  &

R. Musgrave〔5〕队 59 参照。
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. 法人税の短期的転嫁 ,

るが, • 他の変数の回帰係数はすべてその有意性を高めてぃる。とくにL, の有意性を高めているこ 

とは，G , と L , の間にかなりの多茁共線性が存往することを物語っている。ここでG,が転嫁係数 

を高めているとぃうことは， 転嫁尺度が「法人税帰着」のみではなくて， 「予算帰着」の効果をも 

含んでぃることを意味する。法人税の増徴にともなって歳出が増加し，総需要の増加が法人企業の 

産出物に対する需要埚加に向うならば，•その需要増加はY9 を高めY„ に対する法人税の抑圧効果 

を綾和することになろう。 したがって転嫁度は引き上げられ誇張されることになる。転嫁細宠規準 

Y , は，管理価格的価格調整をつうずる法人税転嫁だけでなく， 政府支出の変化に対応して変動す 

るはずである。 しかし政府支出の増大が転嫁度を誇張することは認められても，その効果をモデル 

から除去するととはできない。 したがって，純粋の法人税転嫁はえられた計測値をある程度下回っ 

て小さくなると考えねばならなぃ。政府支出政策を含む予算政策の観点から「予算帰着」，を考慮す 

るというのであれば別であるが，法人税政策プロパーの見地からは純粋の法人税転嫁度をうるため 

，にえられた転嫁度は割引かれることになろう。

過剰転嫁の原因を説明する第2 の要因はインフレーションである。インフレーションにより,利潤 

が資本に較べて過大評価されると，Y , も過大評価される結果， 転嫁度もまた過大に推定されるに 

違いない。アメリ力製造業の場合で，インフレ一ション未調整のケースでは転嫁度は123パーセツ 

卜であるが,調整済みのケースでは100パーセントという結果をえている（表 2」2 .ケース7)。イ 

、ノ フレ要因が除去されると転嫁度が顕著に低下する事態は想像に難くなぃ。収益率を測定基準とす 

る接近法では，転嫁度確認のためのインフレーション調整問題は，税率引き上げがインフレ.…ショ 

ンに基づく償却資産の更新コストの増大と同時に生じたと仮定することから始まる。 こ の場合2 ら 

のケースが考えちれる。 1 つは， 更新コスドの増大が製品価格に影響しなかったとする場合であ 

り，ぃま 1つは，価格と利潤は減価撳却の実質分に対する名因分の差額だけマーク•アップするた 

めに増大したとする場合である。第 1 のケースでは，インフレ一ション未調整の時系列資料に迤づ 

く転嫁尺度は正し^、。なぜならば，インフレーション調整済みめ資料に迤づく尺度は，更新コスト 

に対する影響を含まず税率変化の効果だけに対応する実質上の転嫁を過小評価するからである。こ 

れに対し，第 2 のケ一スでは未調整尺度は転嫁凌を過大に見積ることになる。とりわけ企業がイ'ノ 

フレ一、ンョンに対応して資産コストに敏感に反応せしめ，税率引き上げに反応することが少なけれ; 

ばそうである。 したがって,：調整済み資料に基づぐ転嫁尺度は税率の効果のみを正しく捉えるこ；： 

になる。この場合，調整済み資料に雄づく転嫁尺度では転嫁度は低下しなければならない。

( 5 )  K - M モ デ ル の 適 用 ⑵ —— 総資本ベース一一

前節で検討された法人税転嫁の評測は， 測定規準として自己資本収益率をとってきたが,理論的

^ 5 7  ( 2 0 d )  ----------

|.'fft:;. . ■ '
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' 法人税の短期的転嫁

には総资本収益率を遠ぶほうが望ましいとも考えられる。繰り返えしていえばここヤ自己資本収益 

率とは0 己資本に対する利潤の比率であり，総資本収益率とは総資本に対する利淵プラス利子の比 

- を意味するものである。

一般に法人税は利潤にのみ課され利子は損金として落されるため，転嫁の測定叛準として由己資 

本収益率を選ぶ.ことは総資本収益率をとるよりも法人税転嫁を正確に反映ずると考えられよう：■ま 

た経済理論で仮定される企業活動の目標は自己資本収益率極大化であり，前節における分析はその 

ような仮説を1 つの蕋礎として行なわれた。けれども，わが国においてしばしば也ポ丨jざれているよ 

うに，法人税制上の配当と利子の扱いの差異が，株式による資金調達に代えて借入金資金調達を遍 

択せしめる誘因を生みだしていることは想像に難くない。企業の観点がらは，借入金資金調達は株 

' 式資金調達より も 「資金コストJ が安いがらである。かくて_ 己資本粗収益率は弓丨含bげられ紬収 

益率は不変に留まるであろう。この場合，短期的転嫁分析を意図する接近法では，転嫁過程におい 

て企業の資本構成に影響することなく，自己資本収益率は総資本収益率よりもり丨き上げられるであ 

ろう。 しかし，このような測定兹準としての自己資本収益率が総資本収益率よりも高められること 

の意昧は，短期的転嫁過程における製品伽格引き上げをつうずるものとは異な.っている。加身て .

自已資本収益率が高められても，現実に法人課税によって株主の受けとるべき報酬が引き下げられ 

株式 1単位当りのリスクが増加するから,法人企業の究極の所有者である株主からみれば収益率の 

増加とリスクの増加は相殺されるであろう。転嫁の測定基準として総資本収益率を適用するさいの 

メリツトは，ここにみられる自己資本収益率にまつわる難点を闽避するところにあると考えられる。

表 2—3— B はこのような総資本収益率接近法のもつメリツ 卜を認めた上で/総資本ベースによ

り先め囲侃方程式について構造推定を行なった結果をまとめたもめである。 製造業ほか個別産業5

つに加えてプレツ、ンヤ一変数としてここでも製造業のケースで雇用率を加えたととも，先の自己资

本ベースの場合と同じである。けれども推定結果全般にわたってみると，まずJ C h に つ い て は 符 、

号条件をいずれの回帰式も満たしていないため，推定はすべて望ましくない結果に終ったとみんす

べきであろう。重相関係数R も総資本ベースに比較すると全般的に下回わっており，特に製造業に

於いてそれか著しいか，鉄鋼業では逆に僅かながら改善の跡をみせている。も検定値ならびにダ— ビ

ン . ワトソン比についてみても，. 僅かに造船業がテストをパスしたと判定できるが，他の產業につ

いてはそのような判定が下せる傘地はない。 したがって推矩結梁を全般的にみれば，好ましくない

結梁のなかから造船業のみが比較的皮好な推矩値をもたらし，それは丨与己資水べ一スめ坳合とほぼ

同程度の好ましさとみなしうるであろう。そこでまず製造業の転嫁度に注问すると，総資本ベース

では 163パー毛ントを示しそれは丨句己資本べ— スでの186パーセントを:名:干-!;.问わっている。総資

本へースでの丨|!ム嫁度が囟已资本ベースでのそれより低 下 し ていやと,いう祝点からすれば，製造梁に

* ■

注(丨0) F. A. &  V; 0. L u t z〔9〕を特に参照。 ■' , ■ ' _
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法人税め短期的転嫁

おいても同様の傾时が窺われ， とこでは181パーセントから144パーセソトへとかなりの減少が生 

じでいる。 これらの転嫁度推定値は先に述べた予想を覆えす結果を生みだしたという点で見逃すこ 

とはできない。またいま1 つ注目すべき点は , 製造業 fこつぃてプレッシャー変数を合まなぃヶース 

であるライン(1)と合むヶ一ク、である 亏 イン⑵を比較すると，両者の転嫁度はほとんど一致し格螯が 

みいだせないことでもる。 プレッッャ“変数を含んだヶースでは転嫁度の急激な低下が予想されて 

いたが , こめ予想もまた植えきれたふいわなければならない。 しかしプレッシャー変数E, の回滞 

係数値 ：̂か換矩値をみれば，加えてまたあまり好ましぐなぃ推定結果を考慮すれば， プレッシャー 

変数の果しだ役割につぃて深く立ち入ることはセきないとすべきであろう。

総資本べ一スによる転嫁度推定のこのような結果からすれば，先め自己資本ベースのそれとの比 

較备試みるとい5 余地ほほとんど残されていなぃと考えねばならなぃ。けれども先に指垧したよう 

にr 比較的畏好な結果をもたらした造船業ビついてみてもまたK - M が重視した製造業につぃてみ 

ても, : ぃずれもfe済理論の予想とは逆に総資本べニスでは転嫁度がかえって低下してぃるとぃう‘結 

果につぃではなんらがの考察を必要としよう。K - M がT / リカ製造業につぃて総資本と自己資本 

をベースとしてそれぞれ，134ビーセントと123パーセントという解嫁度推定値をえたセき,かれら 

は 2 つの転嫁度の袼差がまきに法人税による借入資金調達の促進度を指示するものと捉えてぃるよ 

うでg る。だだしその場合，両ベースの収益率について同一の利潤調整が実施されるならばという 

前提が置かれてい(貨。果してその俞捤が満たされているか杏かはここでの課題ではなぃ。なぜなら 

本来 K- M ¥ デノレは企業の資本構成に直接的にもたらされる法人税効果ヒよる転嫁を訐測しようと， 

意_ するものではなく，ま た "同一の利潤調整，，が実施されてぃるとぃう前提を確認する作業も省 

略されてぃる限りでは，高率の法人所得課税がどの程度まで企業め資本構成を歪めてぃるかという 

問いについては答えうべくもないからである。したがってここでは，アメリカ製造業においては法 

人税によ1り借入金資金齒逢6 1部が促進きれる.とぃう仮説が実証されてぃるが，わが国製造業紀於 

いてはその1 うな仮説が実証の段階では未確認に終ったと子るに留めねばならなぃ。

'.... .... .く. ' . : . .  ■ . .パ . . ；. . .  - - ： ' . . ベ...1 -

(6) K ~ M モ デ ル の 適 用 （3 )—— 増税と減税の転嫁度の比較——

K - M はァメリ力製造業を対象としたいくつかのヴァリアソ トについて構造推定を試み，そのほ 

が産業別, 規模別, ざらに伽格先導企業と•俯格追随企業別， 個別法人盗業としてG. M . と U. S. 

S t e e lについても同様の構造推定を試みている。加えてK - M 向身は逭視していたとは思えないが,

年度侮の塯税と減税とぃう税率変化の方尚に対する転嫁の方向に関する構造推定を試みてぃるo. . ' _   ~ ' _ _ , . .- ,
注(1丨）. .M, Krzyxaniak & R. Musgrave〔6〕p. 52■参 

(丨2 ) 法人税転嫁と資本橋成との闕の理諭的解明として, J. L in tner〔8〕; J, P. Shelton〔11〕，およびM. II. Miller 
〔10〕を参照ぃ •
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法人税の短期的転嫁

増税と減税という相反する税率変化に対して企業がどのような対応を示すかは政策的見地からみ 

て 興味もる問題点である。これまでの推論からすれば，企業は増税に対応して短期的に製品価格を 

引き上げ税負担を転嫁するのみならず，増税による税負担の増加に見合う以上の価格引き上げによ 

る過剰転嫁を实施しえたと結論された。これに対し，減税に対応する企業の仙丨格決宠行動について 

はこれまで問われていなかった。もしも壻減税に関する企業の仙丨•格決矩行動^：関 し 「対称性」を仮 

遼しうるならば，企業は減税に対応してそれに児合う製品伽格の引き下げを奭施するか,ないしは 

減税に見合う以上の製品価格の引き下げを実施するととが予想できよう。 したがって本節での課題 

はそのような「対称性j が存在するか赉か，それゆえまた減税に対応して企業がどの程度まで製品 

柄!格を引き下げるかあるいは引き下げないかという点に集中されることになる。

K - M はこの課題に即してモデルを差分で表示し，法人税変数も増税変数と減税変数の2 変数に 

分けることとした。. 税率が引き上げられた年度では増税変数としてJ L , で表わされ， 税率が引き 

.下げられた年捭では減税変数としてで表わされるから，税率変化のなかった年度ではz/L,は 

ゼ p*とおかれる。その結果ァメリカ製造業に関しえられた推定結果は次式のとおりである，

= . 0149 +  ‘ 8467zPCm へ  638U V ,_, —. 0205仙 一 1 .6 9 2 0 ]L, + . 0704J し +  U,
〔1.8992〕 〔-1 .4 9 4 5〕 〔—.0404〕 〔3.2811〕 〔. 0530〕

. R = . 8584

この_ 矩結果は全般的にみてこれまでの製造業に関する推定結果に較べ好ましいとはいえない。重 

相関係数も低下しているが，各回帰係数の t 検定値も低下し，とりわけJ l , のHO帰係数は高度に有 

意であるがル は有意性をまったく欠いている。 したがって増減税効果の検討に当って慎重を期 

さねばならないが，増税変数の回帰係数によれば170パーセントの転嫁度，減税については7 パ一 

セントとい.う推定値がえられている。これら推定値が正しい限り，増税に対応するプラスの転嫁度 

は減税に対絶、するフラスの：嫁度よりもはるかに高い，という帰結が; もたらされることになろう。こ 

こ で r減税にともなうプラス転嫁」とは減税による利益を製品価格の引き下げによる購買者の負担 

軽減に向けず利潤引き上げに向ける効果を意味するが，K - M はこの「減税にともなうプラス転嫁；j 

は僅かしかありえなかつ たためゼ ロとみなしうるとし，たとえありえたとしても若干のタイム•ラ 

グをともなう可能性を示唆するにとどめている。

増減税による転嫁の対称性の検討をわが国につ い て と.り上げる意義につ い ては特に強調されねば 

ならない。法人税率の変遷をたどると戦前は対象期間中税率の趨勢的」••对•が記録されているが，戦 

後は昭和 2 5 年のシヤウプ税制成立時に表丨fn•税率が-—. 3 5 パ一セ ン トに矩められ，その後2 7年に 

4 2 パ ー セ ン 卜に引き上げられたけれども,それ以後対象期間中では3 0 年 に 4 0 と 3 5 パーセン 

トの2 段階税率とな■り，33印•には38 ノと3 5 パ ー セ ン トに，さら’に 3 6 ィ丨には配当に対し2 8 と 24 

パーセントと引き下げられるに到ってい る （以後税率は间じく低 下 をたどり 4 1 年より4 4 印までは 

农而税率は最高で3 5 パ— セントまでに引き下げられている）。 それゆえ戦後の対象期間で,厳密にいえ

60 (172) ^ ^
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ば 30年 7 月 1 日以降終了の決算企業に対し4 2から4 0パーセントの減税効果，そして同年10月 1 

日以降終了の決算企業に対し年5 0方円以下35, 50 万円超 40 パ一セントの減税効果から始まって 

38年に到るまで減税のプラス転嫁がありえたか西かを検証する必要が生じでいるとみなさなけれ 

ばならない。

このような観点から，増減税に関する転嫁度推定についてはK - M が試みた以上にわが国に関し 

ては推定対象を拡大することとした。推定結果は表2—小一A およびB にまとめたごとくである。

A表は自己資本べ，ス，B 表は総資本ペースとし，推定対象の産業は前節と同様に製造業, 製紙， 

印刷, 霜力，鉄鋼, 造船を含むこととした。説明変数は iK -Mと同様でるが , プ•レッシャー変数 

として雇用率の差分であるJ E , をここでも導入することとした。 '

はじめにA表の自己資本ベースをとりあげよう。ま ず 各 産 業 の !，J V , - u ぶJtのそれぞれに 

ついて符号条# が 1 つでも満たされていない産業を検討の対象からはずすこととした。該当産業は 

印刷, 電力，鉄鋼，造船である（ただし馄カは後述の観点から復活する）。そこでライン⑴の製造業に 

ついてみると，重相関係数R は 0 * 9 2 7 ,ダ一ビン • ヮトソン比も1 .715となっているが，各回帰係 

数の f 検宠値もァメリ力のそれに比して見劣りするものではない。とりわけァメリ力製造業との比 

蝾で注目すベ含は i L r の回帰係数である。 アメリカでは前述のように7 パ— セントの減税プラス 

転嫁を示していたが，わが国では230パ一セン; トの減税ブラス転嫁という推定値からみて驚くべき: 

コントラストを描きだしている。これに対し堪税の転嫁度はアメリ力の169パ”セントに対しわ 

が国が243パーセントを示し両者が過剰标嫁を表わいる点で共通している。 このような’ ント 

ラストと類似点は，J E ,を導入したライン(7)の製造業回帰式についてもいえよう。ここでは増税の 

転嫁度は197パ一セントであるが減税のブラス転嫁度は訂5 パーセントであり，■ 7 イン⑴に比較す 

ると転嫁度は共に減少しこれまでの推論と軌を同じぐしていると考えてよレ、。 しかしここでも溥税 

のプラス転嫁度はアメリ力のケースとは顕著なコントラストを示している。これを産業別にみて， 

たとえば製紙をとると，ここでも増税の転嫁度が竹3 パ一セントの過剩転嫁をポすのに対b 減税の 

プラス転嫁度が177パ一セントとなって同一の傾向を窺いとることができる。 •

つ ぎ に B 表の総資本べ一スに移ろう , ここでもはじめに符号条件を満たしていない產業として鉄  

鋼と 造船 を 検 討 の 対 象 か ら 落 す こ と と す る 。 ま た 重 相 関 係 数 兵 が 0. 6 を満たさない產業として製  

紙業も扱わないこととし，ダ一ビン .ヮ ト ソ ン 比 が 1 以 下で ある 印 刷 も 同 様 に 落 す こ と に す る 。 まず 

ライン⑴の製造業についてみよう。通 相 関 係 数 它 が 0. 624で 相 関 度 は 低 下 し 't：い る が ダ ™ ビン*ヮ 

ト ソ ン 比 1.873からみて系列相関なしと判矩できよう。 また 各回 帰 係 数 の  < 検宠値もァメリカの  

それに比し少しも遜色なしとみでよいであろう。 問 題 の 転 嫁 度 は 塯 税 に 関 し て は 152パーセント， 

減 税 に 関 し て は 89パ — セントであり , 転 轉 度 は 自 B 資 本 べ 一 ス に 比 し 急 激 に 低 下 す る が 先 9 ノ 

トラストと類似性は侬然として保持されているとみな，し て よ い ン こ の 傾 向 は を 導 入 し た ケ ー .
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ス で あ るライン_ 製造業fcついても，増税の転嫁6 4 パ- セ 、ノ ト，減税のフ。ラ、転嫁度3 4パーヤ 

'ノトとさらに極度の低下を示すけれども， なおかつ保証されて い る と み なして差支えなぃ。むしろ 

ライン_ 推雜果が提起した新たな問題点としては， ごれまでの職の過剰転嫁仮説とは異なっ 

た 6 4 パーセントというマイルドな転嫁度推定値にむしろ注目せねばなるまい。

いま1 つ A . B 両表に互って論及することのなかった電力業に関する推定結果に触れなければ 

ならない。 自己資本べ- ズでみても総資本べ- ；<でみても,；霜力の推宠結果は意外と酿であった< 

特にそれは各回帰係数の有意性と系列相関の有無にぅいて他産業め推定値と比較するとき明確に認 

められるが，重相関係数Rはどちらのベニスセもあま6 高くない。 しがし甯力の推楚結果で問題と 

すべきはA U の符号とその絶対値である。 自己資本ベ-スでは麵 の マイナス転嫁が 1 5 0パ - セ 

イトに達し，総資本ベ-スではそれほ8 9 パ - セントであって， いずれもこ ;K までめ麵のプラス 

転 嫁 と 雌 し ■ 著 な コン卜ラストを示している。なぜ電力に限 っ て 他 赫 に みられなC、麵 口  

るマィぅ ス転嫁とぃぅ推定結果かぇられ, 先 め 「対称性」がここでのみ確保できたのであろうか， 

それは電力業のなんらかの特質を示唆しでいる証左ではないかという疑問セある。同様に抓も電 

力のみがプラスの符号をとり， それが法人税以外の税収に関連する麵であるだけにんとの関 

係に：foVでなんらかの解板を必要とす名はずである。表 2—4 に関しょ、り厳密!な統計的有意性の論 

証か必要であるが，以卞において本節の課題セある増税と減税の輸度•比較をめぐってこれまで指 

摘された問題点を吟味することにしぼりそゆぐことにしたい。 ， ‘ ，

問題の第 1 点はわが国における麵の転嫁度である。増税_ 驗 は ァ メ リ 力 と 同 様 _剰 転 嫁  

の帰結をもたらしたが，減税に関してはアメリ力で7 パ-セントのプラス転嫁に対しわが国では回 

賴数の有意性の観点からみて 2 3 0パ - セントのプラス過剰転嫁が検証されている.とみなしえよう 

赚 の ラ イ ン ⑴ 麵 。 K - M はプパ - セントのプラス転嫁を僅少と考え「非転嫁」“獅 hi舰 g”と 

みなじうるとした。そして減税の「非転嫁のゆえに増税の過剰転嫁との間に「対称性』が存在しな 

いとした。 これに対しわが国のケ- スでは増税と麵ばともに細転嫁をもたらし両者間の「逆対 

称性」が存在するといってよい。両国間にみいだせるこのコントラストは重要であるンなぜならア 

メリ力では減税による利益はその過半が消費き（厳密にぃえば製造業製品の購入都の利_還元され 

企樂の収益率_ とんとリ謂をうけなぃのに対し , わ が 国 で は 敝 麵 の 利 益 は 企 _す べ て 及 ぶ  

のみならずむしろ減税以上の.利益を企業は取得しその結果収益率は引ぎ上げられるが消費者はその 

利益にもずかることがないからである。そめ意味がらはブメリ力の法人企業のパバォ “ マンスは 

わ力国に比較し皮好て、あったとみなすことかできよう。细かにブメリカでは減税に対财る製品価

r対称性j は存在していないが,しかし 

わが_ ょ う こ も 減 税 に も 対 応ず る 製 品 _ 引き上げと収益率の引き上げれ、5 「逆対称f c  

は諸しなぃからセある「での黯は暫獅仮説でしかなぃ . しがL雜 す る と び 賴 大 で 认
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かりにわが国製造業においてこのような增減税のr逆対称性J が保持されるかぎり，法人税制は常 

に法人企業のよきパートナ一としての役割を演じうることになろう。すなわち法人税の減税は少な 

くとも短期的には企業の収益性を高めそのインセンテイヴ効果により資本形成を促進し，減税の恩 

恵は主として利潤に帰着し消費や賃金, 俸給ではない。また増税も短期的に過剰転嫁され企業の収 

益t生も投資も影嚮ざれないことはすでにみたごとくである。 '

問題の第2 点はわが国電力業における減税に‘ともなうマイナス転嫁の意味である6 とりわけ羝カ 

においてのみなぜ減税のマイナス転嫁，したがって「対称性」が検証されたかを検时せねばならない。 

はじめに「対称性」の意義を再確認しよし電力では自己資本べ一スでみて増税で1ぬパーセント 

の過剰転嫁，減税で 150パ一セントの々イナス過剰転嫁を示し，総資本べ一スセは増税で1奶パ - 

セント の遍剩転嫁, 減税で8 9パ一’セン卜のマイナス過剰転嫁を示してV.、るから問題り「対称性」は 

ほぼ維持されているとみてよい。こ の 「対称性』の意味するものは,増税に当って電力も他産業同 

様価格引き上げによる収益率の引き上げを達成するが，減税にさいして•は他産業とは逆にその利益 

を電力料金の実質的引き下げという形で消費者に還元し企業の収益率引き上げを避けるというよう 

に理解できよう。その限りではわが国電力業めパーフォーマ,ンスは先に良好とみなされたァメリ力 

製造業のそれに比較してもさらに優れているとみなすことができる。問いはさらに問V、を喚起する。 

それではなぜわが国電力業P パーフォーマンスが他產業とは異なって優れているのかという問いで 

ある。 …

この問いに答えるためには伝統的理論による利潤_ 税非転嫁の命題を想起せねばならない。ねの 

命題によれば，法人課税の対象とされる純利潤は費用要因ではなく，純利潤に対する課税は供垮に
i (13)

影響することなく，それゆえ転嫁されることはないとした。 .

この理論を容認する限り，経済的余剩であるべき利潤を费用要因として极いうるところの企業* 7 ~  

したがってこの種の企業に対する利潤課税（法人所得課税）については転嫁の可能性が生れることに 

なる。 とりわけ费用要因を含めて価格決定を行なうわが国電力業に対する利潤課税は法人税外転嫁 

に関する先の命題についての例外と考えねばならない。すなわち甯力は旧公益事業令の適用をうけ 

料金は法人税およびその他の租税を含めた原価により箅定基準が定められているから，増減税が常 

力業に与える効果は当初から他産業とは明確に区別されてしかるべきなのである。そこで転嫁の課 

題に即して電力業における価格決定方式の# 質に触れておきたい。それはまず霄力料金算定規準に 

ょり規矩され，はじめに総括原価の規定が与えられる。•総括原価とは「電気事業設備の減础偾却贤，

注㈣ 伝統的理論による利潤課税非転嫁の論理を要約すると次のどとくなる。 ⑴侧格は限界企架すなわち利偶を得 

ていない企業により決定される• ( i i ) 眼界企業は利潤を得ていないため法人税を夹払わない。 （出）それゆえ利 

潤課税は限界企業の価格決定忆無関係である。 (丨V)利澗は伽格を決走する服界炬産費を超過する余剰であるか 

ら，余剰を也みだす限界企業以外の企業は利潤課税によって細格を引き上げることはできない。独占企粱の場合 

も，極大利潤を得るため限界収入と眼界费用の均等化をつうじズ伽格‘または供給i t を決矩するどいう行動原迪を 

前提とする限り，利潤税め転嫁はありえないとされた• : !
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(14)
営業費，諸税および棋業の報酬を総括した_ ) J と婼義されている。各種電力料金率はこの総栝原俪 

の規定に則り決矩される。ここで留意すべきは，法令により法人税は総括原価に織り込められてお 

り，その根拠が法人税を織り込まなければ公益企業としての「適正税引利潤」を確保できなぐなるか 

らであるとする「公正報酬原則」に求められているととヤある。また総括原価は決定ざれた料金率に 

よって計算した料金収入額と一致するものでなければならないという規定も，電力業における価格 

決宠方式か他産業のそれとはまったく別種の方式で行なわれていることを如実に物語っている。 し 

たがって電力においては増税に対忠して電力料金が引き上げられ収益率の引き上げが生ずるめはむ 

しろ当然であり，また減税に対応して「対称的」に電力料金が引き下げられ（ないしは他の要因によ 

る引き上げを相殺的に抑制し) 収益率の引き下げ（ないしは引き上げの柙制)に到ることも理解に難くな 

いといわなければならない。けれども電力に関する推矩結果に疑i をさしはさむ余地も少なからず 

存在している6 —方で增税があった場合；電力業:e は制度的に法人税負担の100パーセント転嫁が 

保証されまた理論的にもそうでなければならないが，推定結果によれば自己資本ベースも総資本べ 

—スも過剰転嫁を示L しかも製造業全般の転嫁度を下回っているという*伝統的転嫁理論の推論とは 

異なる帰結がもたらされている。また他方では，減税に対応するマイナス転嫁という「対称性」の 

存在か確,1忍され，.電力業の特異な価格決定方式と転嫁理論との間の論那•的齊合性は維持されている 

か，A U の 《検宠値によれば自己資本ベースも総資本べ一スも共に有意性は低くいまだ満足するに 

たる結論であるとはいい難い。それゆえ甯力業についても伝統的転嫁理論の推論と実証分析により 

えられた帰結との間のギ ヤ ッ プを埋めるためには，一方では転嫁理論_ 体を得検討するとともに， 

，方では産業別実証分析そのものをより広汎に推進することが必要である。

, . • •

• ( ? ) むすび—— 分析の政策的含意——

K - M モデルは法人税転嫁に関する計量分析の先駆的作業である。それだけにK - M モデル構成 

のさいの経済理論的仮説の検討，統計資料，推定法，検定の吟味等，計量経済学的転嫁分析につい 

ては検討さるべき課題があまりにも多く提起されていることを痛感せざるをえなv、。それは従来の 

租税転嫁分析の作業かこの領域について全く未開拓のままに残してきたものであるがゆえにむしろ 

当 然 で あ る と い っ て よ い り ，

K - M ばこのような制約を心得た上ゼしかもつぎのごとくその論旨を結んでいる。 「高度の短期 

的転嫁についての統計上の証左がここにある。そしてその政策上の含意について敢然として立向わ 

なければならないj。 K - M はインフレ一、ン3 ン調整後の転嫁度がアメリ力製造業に関して100パ

注(w )锟カ中央研究所锻気祺業研究委員会委與室C2〕p. 9 参照。

05) M, Krzyzaniak & R. Musgrave〔5〕p, 66 参照。
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一セントであると結論し，法人税制上の政策的含意について注意を喚起している。現行の法人税制 

が伝統的非転嫁仮説の上に形成されていることをかえりみるならば，完全転嫁仮説が法人税制め根 

抵を揺がすごとき政策的含意をわれわれに突きつけていることは強調するまでもない。k —m の举 

げた政策的含意を若干パラフレーズしながらことに掲げよう。 •

1‘ 法人税率の引き上げは収益率ないし利用可能資杏を減少せしめないがゆえに，投資を減少せ 

し.めず経済成長を阻害することはありえないt

2 t 法人税は支払配当を減少せしめないから事実上配当の二重課税はありえない。たとえ組合課 

税方式を採るとしても，いかなる種類の配当二重課税調整措置も冬の存在理由は認.められない。

3 . 留保所得を個人所得税べ一スに統合する必要性はそのまま残る。 しかし組合課税方式•龙れ 

キヤビタル，ゲインの完全課税方式であれ，個人のレベルで契施さるべきである。

4 . 所得分配上の意義としては，法人税は法人資本と消費財に対する 一般売上税とほぼ同一とみ 

なしうる。法人税は累進課税ではなく逆進課税である。法人企業の製品に対する相対;的税負担は， 

有利性，冉己资本の利川度，および避業内における企業め垂痕的統合度に左右されるこどになる。

_.5. 法人税に■類似している和;税は売上税であるが，一それは均一-従俩丨•税率での売上税.ではなく法人 

利潤マ一ジンに関する税率での売上税である。売上税との類似性が強調されるならば同様に付加細 

値税との類似性も见逃すことはできない。

われわれはK - M の举げた政策的含意にこれ以上立ち入る積りはないしまたそ.ジ)ために適切な場 

とも考えていない。 またわが国產業をめぐる帰着分析の結果をめぐる政策的含意にづいても士ふめ 

る必挺を認めなレ、。けれどもわが国法人税制との関連で分析結果をみるならば,少なくとも以下の 

4 点についての配慮がなければならないと考える。 ‘

第 1 点は法人税帰着分析の深化の必要性である。法人税転嫁の実証分析ぱ最返そめ緒に着いたば 

かりであり，転嫁理論自体も全くの未開拓領域に属する。それゆえ完全丨哮嫁仮説にせよ遍剩転嫁仮 

説にせよ:辱嫁プロセスそのものについては来だ明確にさるべくしてされないものがあまりにも多い。 

法人税制を1 国の有力な璲策手段の1 つとするためには, 経済分析の典通め威‘庫に収めなれるベ 

き転嫁理論とそのための分析用具の洗練化が強謂jされねばならない。 ’

第 2 点は長抑安定的法人税制の確立と経済予測との関係である。わが国の戦俞，.戦後か办うずる 

時系列分析の結果「過剰転嫁仮説」が支持されたが/それが今後とも支持されるか西かはががって 

今後の日本経済の発展動向のいかんに左右されるといっても過言ではない。 とくに戦後の高度成畏 

期が計測期間に含まれていることを想起すればこの槌め限定を加えるととが必要である。それゆえ 

長期に亘る安矩的法人税制の確立を意図するならば，長期的経済予測と税負拇転嫁可能性との関係 

を確矩することが望ましい。

第 3 点は法人税の増減税効來である。 減税の「逆対称性j がわが国製造業において‘ 検証され,

~ ~ ■* 65 (177) 一に—.
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「対称性」が電力業においてみいだざれたように， 增減税効果は必ずしも可逆的な方向を予想する 

ことはできない。今後かりに法人税率の操作が有力な手段として利用されるならば，現行の一般的 

想定である増減税における非転嫁仮説を積極的に論証する用意がなければなるまい。

第 4 点は既成の転嫁概念の再吟味である。法人税転嫁の測定菽準として資本収益率のみが選ばれ 

たことは既成の転嫁概念がそのままでは適用できないことを意味する。伝統的転嫁理論では従俩税 

のごとく課税後において被課税財の単位当り価格が丁渡税額だけリ丨き上げられたとき税負担は完全 

転嫁したことになる。その税負担は全額買手に帰着す令。 しかしK - M も指摘するように，利潤課 

税である法人税は従価税転嫁と同じタームで論ずることはできない。それゆえ，もしも法人税転嫁 

を従価税転嫁と同一のベースで比較しようとするのであれば，両者を共通の尺度に引き戻す用意が 

なければならない。
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財政モデルによる政策シミュレーション

西 野 義 彦
*

. . . '  . . , '

はしがき'
I 個人税と消費関数 

n 法人税と投資関数 

0 1 間接税および財政支出 

I V 財政モデルの構造 #
V 政策シミュレ一-;x ヨン

むすび一一モデルと動学乗数一^ -  .
■ -

は し が き

' . . ■ . .  . . . .

経済政策の運営にあたって煎要なことは，いうまでもなく政策目標と政策手段との間に整合性が 

確保されるということである。計量経済モデルの役割の一つは，こうした0 標と手段との間の整合 

性について，われわれにきわめて有効なしふも定量的な情報を与えてくれるという点である。すな 

わち，設定されたモデルが，かりに現実の経済システムを適切に表現しているものとすれば，われ 

われはそのモデルをもとにさまざまな政策実験（政策シミュレー、ンヨ、，）を繰り返し行ない，そ -繰

り返しの経験から，経済政策に関する目標と手段との関連を，的確にしかも数量的に把握すること
. . 

ができるわけである。

本稿は，わが国財政政策のさまざまな効果について有効な定量的評価を与えるべく，まず財政を 

中心とした計量モ デ ル （与財政モデル）の開発に努力し，つ ぎ に そのモデルをもとに若干の政策、ン 

ミュレ一、ンヨンを試み.たものである？こ の 「財政モデル」の特徴としては， S つの点があげられる。 

その一つは，政策モデルとしての性格を強く持たせるため，モデルに登場してくる政策変数を，あ 

，る程度制度上の概念と一致させ，経済政策， とりわけ財政政策が制度上の指標の変更を通じて行な. 

われている現実の姿を，直接採用することにしたことである。これによって，政策効果の計量的評 

伽も，制度上の変更と直接の対応関係をもって行なわれるようになった。たとえば，税率それ自体

* この研究レポr トは，笟カ中央研究所における研究プロジXタトの一環としてまとめたものに迪礎をおいているが, 
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(神戸珣科大学)，そして市川印氏(経済遍！T f ) から有益なロメントを戴いた。深く感謝する次绍である，


